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わが国社会の高齢化の進展に ともない , 企業の労働力人口の高齢化も進ん で い る｡ とく に今後の
わが国企業にお ける労働力に つ い て は , 労働力の高齢化の進展, 若年労働力の確保難, 人手不足基
調の継続, と い う指摘がなされて い る ｡ こ の ことは企業の人事管理 に対 して大きな影響を及ぼ さ ず
に は おかない ｡ こ の ような視点か ら, 地域の企業にお ける高年齢者雇用の実態お よび人事管理面で
の対応策に つ いて検討するとともに , そ の なかで有効な手立て の 一 つ で ある職務再設計に関して 考
察 した ｡
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は じめに
人口 の高齢化項象はわが国ばかりで はなく
欧米先進諸国に も共通 して み られるが , わが
国の場合に は, そ の進み方が か つ て類例の な
1)
い は ど急速 で ある ことが特筆されて い る ｡ こ
の こと ば 日本を除く他の 国々 で は比較的長 い
時間をかけて高齢化に 対応 して きたの に対し
て , わが国で はそ の 時問的余裕が少ない ため,
欧米先進諸国 で の経験だ けで は十分で なく,
独自に試行錯誤 を重ね なが ら対応して い か な
ければな らな い ことを意味して い る ｡
さ て , 今後のわ が国の 人口 の 動向 に関する
様々 な見通 しに おい て確実視されて い る こ と
は , 一 方で は若年労働力の減少で あり, 他方
で は この こと とも相ま っ て労働力人口全体に
占め る高年齢者の割合が急速に 高ま っ て いく
と いう こ と である ｡ 本稿 の テ - マ に 関 して労
働力人口 の 高齢化に つ い て - 1 列を示すならば,
労働省の 長寿社会雇用 ビ ジ ョ ン研究会に よ る
と, 労働力人口全体に占める55才以上の高年
齢者層の 割合が1989年の19.7%か ら2000年に
は23.1%, 2010年 に は27.0% へ と上昇 して い
2)
くとの推計結果が発表され て おり , こ の よう
な事態 - の対応が企業経営やさ らに は社会的
に も必要不可欠な もの と な っ て きて い る こ と
は論を待たな い ｡ その ため, 現在, 国や地方
3)
自治体等で も様々 な施策が実施されて いるが
本稿で は企業経営に おける高年齢者問題 に焦
点を絞り, 高齢化の進展に対応 した人事管理
の あり方とそ の なか に お ける職務再設計 の考
え方に つ い て 整理すると ともに , 地域にお け
る高年齢者雇用の 実態と問題点, 対応策に関
して筆者がとりま とめ た石川県小松市に立地
する企業を対象と して実施 した調査結果に も
と づ い て み てt.､く ｡ 高年齢者 の雇用問題とし
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て , こ こ で あえ て地域に おける実態に つ い て
とりあげたの は, こ の テ ー マ に 関して地域の
詳細な デ ー タが これま で はあまり発表されて
い なか っ たが , 今回, 地域の 実態に つ い て多
少なりとも知･る機会を得る ことがで き, こ れ
らは今後の 高年齢者雇用問題 の解決に と っ て
基礎的な デ ー タとして 有効であると考え られ
るか らで ある｡ ま た, 中小企業を多く抱え る
地域の企業に おける労働力高齢化に 関する人
事管理上の問題点や対応策に つ い て は, 今後,
わが国に お い て高齢化の より 一 層の 進展が予
想 される ことか らも十分な検討が必要な課題
と い え る｡
1 高齢化に 対応 した人事管理
わが国が高齢化社会へ と推移して いる現在,
企業内の 労働力構成も高齢化して きて い る ｡
これに 関して , 後に み て い く小松地区の 企業
に お ける実態調査結果で は, 既に1990年時点
に お い て 同地区の代表的な伝統産業で ある陶
磁器 ｡ 窯業に お い て全従業員に占める55才以
上の 高年齢者の 割合が33.3%と い っ た高い 例
がみ られる｡ 先に みた労働省の長寿社会雇用
ビ ジ ョ ン研究会の 報告に よれば, わが国の 将
来の 労働力需給に 関して , ①労働力の高齢化
の進展, ②若年労働力の 確保難, (卦人手不足
4)
基調 の継続, とい う点が指摘さ れて い る ｡ こ
れ らは, 現在の人手不足とい う状況が決 して
こ れまで長期間継続して きた好況 に ともなう
い わば 一 時的な状態で はなく , 今後も基調と
して継続して いく もの であり , その ため企業
に おける労働力確保の観点か らは , 女子労働
力 とと もに高年齢労働力 の 有効活用 を促進 し
て い く ことが必要に な っ て きて い る こ とを示
して い る｡ とりわけ, 労働力確保の 面で比較
的優位に た っ 大企業の場合に比 べ て若年層の
採用が困難な業種や中小企業に おい て は, 労
働力 の 大きな部分を高年齢者に 依存せ ぎるを
得 ない場合が多く , こ の こ と は地域 の中小企
業 に と っ て非常 に重要な問題で あると思われ
る ｡
その ため , 高年齢者の 雇用問題 に関する個
別企業 レ ベ ル に おける人事管理面で の 問題点
を整理すると, 次の 3点 に絞ることがで きる｡
すなわち, 終身雇用や年功序列に代表される
いわゆる日本的経営の もとに お い て は, ①高
年齢労働者の 賃金 は相対的に高くな っ て い る
の に対し仕事の 内容が必ずしもその 賃金の 高
さ に匹敵するもの で はな い とするもの (賃金
問題) や , ②職場に十分なポ ス トがなく社内
で の 処遇 に困難な点が ある こと (ポ ス ト不足
に対する対応問題), さ らに は③変化の 激 し
い 時代に要求される適応力が加齢とと もに 低
くな っ て きて い る こと (職業内容が必要とす
る能力の変化に対する適応難等の 問題) が ,
それ で ある ｡ これ ら は高年齢者雇用を考え て
いく場合の 基本的な問題 で あり, この ための
対応策と して次の ような ことが考え られる ｡
(1) 賃金問題
賃金 に関して は, ①従来の 年功賃金制度を
見直すとい う観点か ら職業能力と年功賃金と
の ア ン バ ラ ン ス を改善して いくため に職務 ･
職能給の ウ ェ イ トを高め て いく こ とが必要 で
あり, 加えて ②退職金算定方式の 変更や退職
一 時金 の年金化を進 める な どの 退職金制度を
修正す る こと の 2点が あげられる ｡
(2) ポ ス ト不足に対する対応問題
ポス トの 問題として は, 年功重視の 人事シ
ス テ ム を見直す ことが必要 で あり , その 際,
企業が必要とする職務と人材との 関係を整理
し, 適材適所の 原則 に の っ と っ て考え て いく
ことが基本と なる ｡ 加 え て , 従来の 昇格 ･ 昇
進 シ ス テ ム の 見直しも含め て 資格制度や専門
職制度の 導入が効果的で あるとい われてい る｡
ま た, 現在, 大企業を中心 に か なり広範に採
用さ れ て い る出向や移籍とい っ た考え方も選
択肢の 一 つ と い える ｡ 役職その もの に つ い て
ら, それぞ れに独自の定年を定める役職定年
高齢化社会 における人事管f!-Lの あり方
制とい う方法で の 対応 も可能で ある ｡
さらに , 早期退職優遇制度の導入も考えら
れる ｡ これは労働者の 第2 の職業生活の 設計
とい う問題とも密接に か かわ っ てい るものの ,
ポ ス ト も不足し労働力確保の面で も弱い立場
に ある中小企業で は, 早期退職優遇制度は労
働力不足に対 して マ イ ナス の面をもつ ため,
今後の 人手不足基調が継続するわが国経済の
なか で は どの程度普及す るか疑問で もある ｡
(3) 職業内容が必要とす る能力の 変化に対す
る適応難等の問題
M E(マ イ ク ロ ･ エ レ ク ト ロ ニ ク ス) 化な
どの近年の 技術革新の 進展 は, 急速 で しか も
ダイ ナ ミ ッ クな点で企業内の労働力に 与え る
5)
影響は著しい もの がある ｡ こ の ような変化に
対応 して いく こ とは , 一 般的に い っ て加齢と
ともに困難 に な る こ とが予想される ｡ そ こ で
考え られる方法と して は, ①新 たな職業の 内
容が必要とす る能力 の開発, すなわち, 高年
齢者を対象と した教育訓練の 問題と , ②作業
環境その もの を高年齢者に適 したもの に 変更
して い く作業環境改善の 問題との 2 つ が指摘
され て い る ｡
第1番目の 高年齢者の 職業能力の 向上の た
めに は, 高年齢労働者の 教育訓練の 重視が第
一 である ｡ 従来の わが国企業の教育訓練が ど
ち らか とい えば若年者を対象と した もの が多
か っ たの に対して . 今後は高年齢者対象の 教
育訓練シ ス テ ム の開発がとりわけ重要に な っ
て くる ｡ こ の 面で は C D P(Ca r e erDev eト
opm e nt Pr ogr a m :経歴管理制度) の 推進
6)
が より重要に な っ て こ よう｡
次に , 職業能力の 向上 と並行して既存の作
業内容を詳細 に見直す こ とに より高年齢労働
者に適 した職務の開発 も必要 で ある ｡ こ の た
7)
め に は エ ル ゴ ノ ミ ッ ク ス の視点か ら様々 な職
務再設計 の方法が提案さ れ て い る ｡ これ は人
間を作業環境に適応させ る の で はなく , 作業
環境をそ こ で働く人間 に適合する ように改善
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して い こ うとする もの で , 高年齢者の場合に
はとくに重要なポイ ン トとい える｡
本稿で は, 職務再設計の考え方が高年齢者
を多く抱え る中小企業に お い て は非常に重要
な労働力高齢化に 対する方策の 一 つ であると
考えるの で , もう少し詳細に み て い く｡
2 高年齢労働者の特性
職務再設計に つ い て みて いく に際して , そ
の前提とな る高年齢者の労働力と して の特性
に つ い て整理 して おく ことが必要 で ある ｡ い
うまで もなく人間の 肉体的能力や精神的能力
は加齢に ともな っ て変化して い くが, とりわ
け高年齢者の労働力に関して は次の ような事
8)
項が指摘さ れて い る｡
(1) 高年齢労働者の 持っ 長所
(彰 業務経歴 が長く, すぐれた技能と豊か
な経験を持 っ て い る ｡
② 人生経験 もまた豊か で ある ために , 人
間関係の 処理や教育訓練, 指導あるい は
顧客との相談 などの 業務に適 して い る ｡
③ 仕事遂行の ための ス ピ ー ドはやや遅い
が, 指示 どおりに確実に 仕事を遂行する
という堅実さがある｡
④ 若い人が い やが るような職務や作業に
つ い て も, すすん で引き受け実施しよう
とする気がま えがある ｡
⑤ 遅刻 ･ 欠勤が少なく , 勤務態度も誠実
で仕事に ム ラが なく, 組織 へ の定着率や
帰属意識が 強い ｡
⑥ みずか らが仕事 へ の意欲を開発 し, 継
続しようとする努力をもち, 仕事と自己
との 一 体化を図 っ たり , 仕事の改善や仕
事遂行の ため の手続の 合理 化な どに積極
的で ある｡
(2) 高年齢労働者の持っ 短所
① 感覚能力の低下に ともな い , 視力 ･ 聴
力 ･ 平衡感覚と い っ た労働 に関与して い
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る機能が劣化する ｡
② 脚力 ･ 背鹿力 ･ 腕力なども次第に 低下
し, とくに 重量物の運搬などに は影響が
大きい ｡
③ 精神力の 面に おい て も長時間の緊張の
連続に は次第に向か なくなる ｡
④ 過去の経歴に こだ わり, 新しい仕事に
対す る適応性が低くなる ｡
高年齢労働者に関して上記 の ような長所お
よび短所が指摘さ れて い るが , こ こ で忘れて
はな らない こ とは, とくに短所に関して こ の
ような変化が生 じる度合い は非常に 個人差が
大きい こと で ある ｡ そ こ で , 長所に 関して は
で きる限り有効に 活用する こと が望ま しい わ
けで あるが , 短所 に関 して は, 仕事の仕方を
高年齢労働者の 能力を活か せ るように工夫し
て い く ことに よ っ て , ある程度カ バ ー する こ
と が可能で ある ｡
3 職務再設計の 考え方
高年齢者の 優れ た能力を活か して いくため
に は , 高年齢者の 加齢と ともに 低下した能力
や機能を職務遂行 に あた っ て 支障が で ない よ
うに 工夫する ことが必要 とな っ て くる｡ そ し
て , こ の ような考え方に よ っ て 職務内容を見
直す こ とは職務再設計 (job r ede sign) と 呼
ばれて い る ｡ 従来 , 職務設計 (job de sign)
と呼ばれる考え方が あ っ たが , これに対して
職務再設計 はとくに高齢化の進展する状況を
9)
背景と して新しく生み出さ れたもの である ｡
さ て , 高年齢者を対象と して 職務再設計を
行 な う際 の 基本的なポイ ン トと して , 先に 高
年齢者の短所 の と こ ろ で指摘さ れて い た感覚
能力の 低-Fな どの 肉体的 ･ 精神的能力の 劣化
を作業方法の 改善や適切な機械器具 を用い る
こ と に よ っ て補完し , 高年齢労働者の有効活
用を図 っ て い く こ とで ある ｡ 具体的に は, 吹
10)
の ような点が あげられる ｡
(1) 持ちあげ作業の軽減
作業者に よ っ て個人差があるもの の , あ
る程度の 重量物の持ちあげ作業に は背筋力
や腕力を必要とするが, 背筋力で45才頃,
腕力で は50才頃か ら低下傾向がみ られる こ
とか ら, ①持ちあげ作業そ の もの を無く し
て しまうか , (卦持ちあげ作業を行 ない 易く
すればよ い ｡ 前者に 関 して は工程 の なか で
油圧や エ ア ー を利用 したメ カ ニ ズ ム あるい
は コ ン ベ ア な どに よ っ て ワ ー ク を必要な位
置に 移動さ せる ことが で きる｡ 後者に つ い
て は , 作業台や椅子の 利用に よ っ て負荷が
軽減 で きる ｡
(2) 水平位置で の 運搬負担の 軽減
持ちあげ作業よりも作業者に かか る負担
が少な い場合が多い もの の , それ で も腰 と
腕に力を入れる こ と に なるか ら , ベ ル ト ･
コ ン ベ ア の 利用が可能 な場合や手押し車や
フ ォ ー クリ フ トが有効 な場合が ある ｡
(3) 作業姿勢の適性化
体をね じ っ たり, 前屈姿勢ある い は伸び
る姿勢な どは柔軟性の 低下 した高年齢者に
と り若年者以上 に苦痛 をと もなうこ とが多
い か ら, 工程の 見直 しに よ っ て そ の ような
作業を無くして しまうか , あるい は作業点
を変更 で きな いか検討す る ことが必要で あ
る ｡
(4) 手処理作業の 容易化
高年齢者に と っ て指先の 機能低下も大き
な問題 で あり , 加え て指先 の震えや ひ どい
場合に は手全体が震え る こ ともあるの で ,
治貝等を用い て で きるだ け微妙な指先 の運
動を必要 とする工程 を改善 し, ある程度の
大雑把な動きで も確実に必要な と こ ろに必
要な ワ ー ク等が収め られ るような工夫をこ




高速の作業を必要とする工程で は, メ カ
ニ ズ ム を利用 した自動化設備を導入するか,
複数の作業を集約化して で きるだけ - か所
で作業が可能となるように 工程を見直すと
ともに , 工程に よ っ て は ベ ル ト ･ コ ン ベ ア
方式をバ ッ ジ方式に 変えるなどの 方法も用
い て , 作業速度の調整も必要となる ｡
(6) 感覚機能の補完
視力や聴力の 低下に対 して は, こ の よう
な感覚機能を必要としない ようにすること,
すなわちセ ン サ ー 等を利用 して作業者の 認
識手段を変更 し, 低下した機能を補完する
ことが必要で ある ｡
(7) 判断ミ ス の 除去
高年齢者は過去の 経験が豊富であると は
い え, 作業中の 様々 な判断に よる処理時間
は若年者よりもか か る場合がある ｡ とくに
短時間で の判断が必要となる時な どは, 判
断ミ ス が増加 しが ちで ある ｡ こ の ような場
合に は, 判断に 要する状況やチ ェ ッ クが簡
単に 行なえ るよ うに エ レク ト ロ
ー
ニ ク ス を応
用 した装置を開発 して , 高年齢者の 判断ミ
ス を極力減少させ る ような方法を導入する
必要が ある｡
(8) 作業環境の適性化
視力の低下 した高年齢者に と っ て は, 作
業環境の照度の 問題が非常に重要で ある ｡
不十分な環境の もとで作業を続けて い ると
作業者の 肉体的苦痛が増加 し, 製品の品質
も悪化 しがちに なる ため, 十分な配慮がい
る ｡
こ の ような点に つ い て は徐々 に 経験の 蓄積
が なされて い る ことに加え て, エ ル ゴ ノ ミ ッ
ク ス の手法を用い て事前に 問題点を探求する
ことが行 なわれ て い る ｡ すなわち , 現在の職
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務休系におい て , そ こ で作業を行なう高年齢
者に要求されて い る職務要件を把握し, そ の
なか で高年齢者にと っ て負担とな っ て い る要
因を発見 し, それを除去する こ とで ある｡
4 地域にお ける高年齢者雇用の実態
こ こ で は1990年10月に 実施された調査結果
に もとづ い て地域に おける高年齢者雇用 の実
態に つ い て み て い く ｡ こ の調査は, 石川県小
松市に ある小松商工会議所の 会員企業で従業
員規模5人以上か つ 45才以上 の中高年齢者を
雇用 して い る企業 415社を対象として実施さ




集計した199社で雇用 され て い る従業員数
は全体で7,433人で , こ の うち55才以上 の 高
年齢者は1,05;!人おり , 雇用従業員全体に 占
め る割合は14..2%とな っ て い る｡ これ に50才
以上 の ｢高年齢者予備軍｣ を加え ると, 全体
の24.6%とな る｡ こ れを1984年に社団法人北
陸経済調査会が実施した調査結集と比べ ると,
石川県全休で は高年齢者層の割合は13.6% で
あ っ たの に対して小松地区を含む南加賀地区
(小松市以南) で は12.6% となっ て おり , 今
回の 調査結果と比較すると労働人口の 高齢化
が確実に進展 して い るもの とい え る ｡ さらに
石川県等が1990年 6月 に実施した調査 (以下
｢県調査｣ とい うt
33に よると, 石川県内の常
用労働者を30人以上雇用 して い る1,316事業
所の 集計結果で は全常用労働者に占め る55才
以上 の高年齢労働者の 割合は10.3%であるが,
小松市およ びそ の周辺か らな る小松地区で は
9.4%と県平均 と比較 して 0.9 ポイン ト も低
く, 石川県内 '7地区の なか で は最 も低い割合
を示 した ｡ 今回の 調査 は従業員規模5人以上
で しか も45才上父上 の従業員を雇用 して い る事
業所を対象として実施したた め, 県調査 の結




の , 後に み るように企業の従業員規模に 反比
例 して高年齢者比率が高くな る傾向が ある こ
とか ら, 比較的調査時点が近 い に もか かわら
ず この ような大きな開きと な っ て表れたもの
と推察さ れる ｡
また , 業種別で は, 陶磁器 ｡ 窯業(33.3%),
織物関連業 (27.7%), 環境 ･ サ ー ビ ス 業 (2
5.9% )などの 零細企業や い わ ゆ る3 K企業
を多く抱える業種で高年齢者の割合が高くな っ
て おり, 地場の 主力産業である機械金属業で
は, 雇用従業員全体の53.4%を占め なが ら,
全従業員に占め る高年齢者の 割合は9.4% と
低 い ことが特徴として 指摘さ れる｡ 従業員規
模別で は, はぼ従業員規模に反比例した形 に
な っ て おり, 9人以下の 企業で は高年齢者の
占める割合が31.0% と高い の に 対 して300人
以上 の規模で は 5.7%と大きな開きを示 し て
い る ｡ これ は, 小規模企業はど若年従業員 の
確保が困難 で あり, 労働力の 多くを高年齢者





50才以上 高年齢者 50才以上 高年齢者 の
全従業者数( 含55才以上) (55才以上) の 割合 割 合
織 物 関 連 業 1 23( 人) 86( 人) 39.7( % ) 27.7( % ) 31 0( 人)
機 械 金 属 業 793 374 20.0 9.4 3,967
陶 磁 器 . 窯 業 13 1 2 36.1 33.3 3 6
小 売 業 78 46 16.5 9.7 473
【
卸 売 業 43 20 19.3 9.0 223
交 通 . 運 輸 業 139 65 26.7 1 2.5 521
】 建 設 業 1_70 1 24 27.7 20.2 614
環境 . サ ー ビ ス 業 434 301 37.3 25.9 1,16 2
団 体 . 保 険 業 36 24 28ー3 18.9 127
合 計 1,8 29 1,052 24.6 1 4.2 7,433
(注) 図表中の 割合 は, ｢50才以上｣ 及び ｢ 高齢者｣に 該当する従業者数を全従業者数 で除 した値｡
(出所) 社団法人北陸経済調査会 ｢高年齢者地域雇用開発調査報告書｣ (1 91年 3月)
表 2 従業員規模別高年齢者の 割合
従業員規模 高年齢者割合 (%)
F 9人以下 31.0
. 10- 29人 20.9
30- 49人 F 21.4










(出所) 表1 と同 じ
4. 2 高年齢者の従事 して い る職業
こ れ らの高年齢者が現在従事して い る職業
に つ い て は , 男性で は ｢運転労務, その 他の
労務｣ が14.7%と最 も多く, 以下 ｢金属材料
製造｣ (10.1%), ｢ 事務 的職業｣ (10.1% ),
｢そ の他 の 技能｣ (9.0% )な どとな っ て い る｡
- 方, 女性に 関 して は , rサ ー ビ ス ｡ 飲食物
調理_jが39.7%と最 も多くな っ て おり , 次 い
で ｢ 運転労務, そ の 他 の 労務｣ (14.5% ),
｢紡糸 ｡ 織布 ｡ 衣服製造業｣ (13.2%) な ど と
な っ て い る ｡ 男性に 比べ て女性 の 場合に は特
定 の職業に集中して い る こ と , い い か えれ ば
高齢化社会 におけ る人:_!)[管理 の あり-)J
職業選択の 幅が狭い こ とが特徴にあげられる｡
なお, 小松地区に 関して は近隣に粟亀 山中,
片山津の い わゆ る加賀温泉郷が ひかえ, そ こ
に立地す る温泉旅館からの ｢サ ー ビ ス ･ 飲食
物調理｣ に 対する ニ ー ズが高い こ とと, しか
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ち, 他の 製造業関係の 職業に比 べ ると, こ の
職業の 場合に は特殊な技能を要求される こ と
も比較的少な い ことか ら従事しやす い こと が
大きな要因と思われる｡
表3 高年齢者が現在従事して い る職業




正 規 従 業 員 正規以外の 従業員
合計
正 規 従 業 員 正規以外の 従業員
合計
g
55-59 60- 64 65- 55-59 60- 64 65- 55-59 60-64 65- 55- 59 60- 64 65-
1 42 14 7 2 1 1 67 1
1
盟
2 52 22 ll 6 4 95 6 5 1 2 2 16】
g
3 4 2 1 7 2 1 7 3
】
13
4 7 10 3 2 1 23 1 3 4t
5 6 2 2 10 48 5 3 21 10 6
I
93
6 58 3 5 2 3 6 77
7 10 4 2 1 17
8 35 19 2 4 60
9 77 ll 1 7 3 1 100
10 28 17 5 13 7 70 7 2 1 10
四 1 1 1 1 1 5
EEL 1 2 1 4 1 1
13 1 1 1 4 7 3 3 6
14 23 12 3 1 2 1 42 12 5 1 9 2 2 31
15 ll 5 4 2 21 25 5 3 1 1 2 1 13
16 19 2 2 3 5 2 33 3 3
17 30 ll 13 4 ll 8 77 1 1 1 2 5i
18 78 2 1 4 85 1 1 1 1 4
19 73 15 ll ll ll 18 139 ll 5 2 7 5 4 34
合計 555 148 70 39 74 57 943 100 27 14 52 25 13 234
(荏) 本設問に対する男女別高年齢者数の合計 と表1 の高年齢者数とに差が で て い るが , こ の 原因
に つ い て は調査票の 記入上の 問題に よる もの と考え られる ｡ なお , 職業分類番号 は次の 表4 の
番号の とおり である ｡
(出所) 表1 と同じ
108 日][1) 時人
表4 職 業 の 内 訳
職業分
類番号 職業 の 分類 代 表 的 職 業
職業分






シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア -
プ ロ グラ マ ー
薬剤 師, 看護 婦, 準看護帰
栄養二lr:. 歯科 衛生士, 保母
ll
電気機械器貝組
民生用電子 . 電気機械器貝修物 工
ビ デ オ 音響機器組立工
半導体組立工
職 業 立 . 修 理 電子機器用 コ イ ル ト ラ ン ス 製 造工
プ リ ン ト基盤組立工
音響部品組立 工
2 :事 務 的 職 業





販売係事務員, タ イ ビス 卜
ワ ー プ ロ タイ ピス ト
電算機オ ペ レ 一 夕 -
フ ロ ン ト
組 立 . 修 理 自動車修PJ7j:二
13
食 料
た ば こ 製 造
製め ん 工, パ ン 焼 き菓子製造二l二
洋菓子製造 工
相当三果子製造工
- ム . ソ ー セ ー ジ製造 工
野菜 つ け物 工
14
yj 糸 . 織 布
合糸ュ , 撚糸工 , 糸検査仕上工
整経工, 菅巻工 , 職布 工, 精練工
浸染工 , ニ ッ ト生地編立 工
3 販 売
百貨店 . ス ー パ ー 販売 員
小売店販売員, 卸売販売員
4
販 売 類 似 商品販売外交員
( 営 業) 保険外交員 衣 服 製 造 ニ ッ ト製品編立二1二
衣服 ミ シ ン 縫製工
5
サ ー ビ ス
飲 食 物 調 理
家政婦, 至l!容師, 美容師




旅館接客係, キ ャ デ ィ
ビ ル 管理人
繊維製品仕_上 工
15 その 他 の 製 造
窯業原料工 , ろく ろ成形 工
陶磁器画工
コ ン ク リ - 卜 . ブ ロ ッ ク製 造工
れ ん が . か わ ら類成形工
チ ッ プ 製造工 , 木製家貝製造 工6 保 安
守衛, 夜警員, 警備員
建設現場誘導員 紙箱製造工 , 製版作業員
オ フ セ ッ ト印刷作業員
7 農 林 . 漁 業
園芸作業員
植木職, 造園師 製本作業員
植木職 . 造園師見習 プ ラ ス チ ッ ク 成形工
8 運 輸 . 通 信
バ ス 運転手. タク シ -運転手
大型 ト ラ ッ ク 運転手
16
定 置 機 関 ボ イ ラ
- オ ペ レ - 夕 -
小型 トラ ッ ク 運転手 機械及び建設機 起重機運転工 . 建設機械運転 工
ダ ン プ カ ー 運 転手
フ ォ ー ク リ フ ト運転手
電話交換手
械 運 転 玉掛 工, 電気配線工事作業者
17 建設土木 . 舗装
建築大二J二, 大工 見習
コ ン ク リ ー ト枠組立





9 金属材 料 製 造
旋盤工 , ボ ー ル 盤工 , 中ぐり工
研酪二L, N C■旋盤工
N C オペ レ ー ク -






打抜 き プ レ ス
成形 プ レ ス二｢, 板金二Ⅰ~二
電気 メ ッ キ_T_. 金属研磨工
18 その 他 の 技 能
表貝師, 金属塗装
ア ル ミ サ ッ シ 製造コ二 建築塗装 , 塗装工 見習
金型工 , ア ー ク 折抜"rI二

















■ー二 選別 工, 雑別::L, 雑務員
(出所) 表1 と同じ
高齢化社会 に お ける人-≡_31
-信Pj!の あり力
4. 3 高年齢者雇用に対する考え方
次に , これ らの企業に お ける今後の 高年齢
者雇用 に対する考え方や対応策, 問題点に つ
い て み て いく ｡
まず, 高年齢者雇用に対して は , 積極的な
意向を有する企業は65社, 反対に消極的な企
業は43社で あ っ た ｡ こ の 結果か らみ る限り で
は, 全体と して高年齢者に対して 積極的な評
価を示 して い るもの の はうが多い とい える ｡
それぞれに つ い て の 理由は次の とおりである｡
高年齢者雇用に積極的な企業の 意見と して
は, ｢高年齢者に適 した仕事が ある｣ とする
もの が63.1%と最 も多く, 他に は ｢高年齢者
の経験 ･ 能力を活か せ る｣(46.2%), ｢ 定着
率が よい｣(29.2% )などの意見が多か っ た ｡
また , 近年の人手不足 の影響か ら ｢若年 ･ 中
年層の 採用 が困難｣ とす るもの も56.9% あっ
た ｡
ま た, そ の ため の 具体的な対応策 に つ い て
みると , 既 に実施 されて い るもの で は ｢適職
へ の 配置 , 仕事量の 分担｣(55.1% ), ｢ 安全
衛生 ･ 健康管理 な どの 配慮｣ (43.5%), ｢ 定
年 の引上 げ, 再雇用 ･ 勤務 延長｣(4 2.9%)
な どの 対策が多 い 反面 , 高年齢者に 対する
｢教育訓練の実施｣ な どはあまり行 われ て こ
な か っ た こと がわか る ｡ 次に , 現在検討中の
もの と して は ｢作業方法の 改善等｣(34.0%),
｢仕事量 の調整｣(30.6% ), ｢賃金規則の改正｣
(27.7%) などが比較的多く , さ らに 今後 の
検討予定の もの に つ い て は ｢賃金規則の 改訂
等｣(38.3%), ｢労働時間 ･ 交代制面で の 配
慮｣(31.3%), ｢安全衛生 ･ 健康管理 な どの
配慮｣ (30.4%) な どとな っ て い る ｡
こ こで ｢実施済み｣ ｢検討中｣ ｢検討予定｣
の 3段階で の 割合を比較す ると , ｢仕事量 の
調節｣ や ｢ 適職へ の 配置 , 仕事の 分担調整｣
とい っ た項目は各社に お ける経験の 蓄積とと
もに指摘す る割合が低下 して い っ て い るの に
対して , ｢賃金規則等の 改正｣ や ｢教育訓 練
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の実施｣, ｢福利厚生施設の 充実｣ な どは これ
か らも充実を図 っ て いく ことが必要な項目の
ため高くな っ て い るとい える ｡ さ らに , 既に
み た職務再設計に関係する ｢作業方法の 改善
等｣ に つ い て は, ｢実施済み｣ ある い は ｢検
討中｣ と答えた割合が高く , 高年齢者の 雇用
比率の高い小松地区の 中小企業に おい て は ,
高年齢者が い る限り即対応を迫 られる問題と
考え られて い る ことが わか る ｡ な お, 小松地
区で はまだ数は多くない もの の , ｢高年齢者
をまとめ て 一 つ の職場に する｣ とか ｢高年齢
者をまと めて 別会社を作る｣ な どと い っ た意
見 も散見され る｡
この ように , これまで に も高年齢者を受入
れて い る企業 で は , 高年齢者の 肉体的 ･ 精神
的な面に対する配慮が多く, こ れに対して 今
後の対応策に つ い て は新たに 賃金規則等の 管
理制度や教育訓練制度などに 加え て , 直接的
な作業環境面の より 一 層の充実に も配慮 して
い こうと考え て い る こと がわか る ｡
表5 高年齢労働者の 雇用を増やす理由
単位:社, %
理 由 回答数 割 合
適した仕事がある 41 63.1
経験 . 能力を活かせ る 30 46.2
定着率が よ い 19 29.2
時代の 社会的要請で あ る ll 16.9
仕事が年齢に 関係がな い EZI 16.9
;賃金が割安で ある 13 20.0
若年 . 中年層の 採用が困難 37 56.9
労働組合の 要求 0 0
従業員の や る気を起 こす 1 1.5
そ の 他 2 3.1
( 出所) 表1 と同じ
1 10 (17巾 EfF
'
]A=人
表6 高年齢者の 雇用拡大を図るための 措置
単位 :社, %
措 置 済 み 割 合
F]
､
割 合 予 定 割 合
仕事量の調整 15 30.6 15 30.6 12 24.5
適職 へ の配置, 仕事 の 分担調整 27 55.1 12 24.5 8 16.3
労働時間 . 交代制面で の 配慮 EE 35.4 9 18. 15 31.3
｣作業方法の改善等 16 32.0 17 34.0 ll 22.0
賃金規則等の 改正 9 19.1 EE] 27.7 18 38.3
安全衛生 . 健康管理 な どの 配慮 20 43.5 10 21.7 14 30.4
教育訓練の 実施 9 20_5 9 20.5 13 29.5
福利厚生施設の充実 6 14.3 8 19.0 8 19.0
外注仕事の 内製化 ( 自社化) 5 ll
.
4 12 27.3 5 l l
.4
定年の 引上げ, 再雇用 . 勤務延長 21 42.9 ll 22.4 12 24.5
高齢者をまとめ て 1 つ の職場に する 2 4.7 3 7.0 3 7.0
高齢者を まとめ て 別会社を つ く る 1 2,5 1 2.5
∈他事業主と共同で 事業所を作る 1 2.5 2 5.0 2 5.0
そ の 他 1 14.3
組 本設問で は無回答が非常に多か っ た ため , 回答企業数の み で 集計 ｡
( 出所) 表1と同 じ
こ れに 対して 高年齢者の 雇用 に関 して消極
的な意向を持っ 企業の 考え方と して は , ｢休
力 ･ 健康面 で の 不安｣ が51.2%と半数を越 え
た はか , ｢適 した仕事がな い｣ と い うと こ ろ
も34.9%み られ た ｡ 各社の仕事の 内容 に よ っ
て高年齢者を必要とするの か どうか に つ い て
は異なる もの の , 加齢に と もな っ て生 じる必
然的帰結と もい える高年齢者の 肉体的な面に
対する不安が高年齢者の雇用開発 を進め て い
く上 で非常に ネ ッ ク に な っ て い る と考え て い
る企業が多い ことが指摘 で きる ｡
表7 高年齢者の雇用 を拡大 しない理 由
単位 :社, %
理 由 回答企業 割 合
適 した仕事が な い 15 34.9
体力 . 健康面で の 不安 2 2 5l.2
過去の 経験に こだわ る 2 4.7
採用 して もす ぐ辞め る 2 4.7
能力 の割 に賃金が高 い 6 14
.0
若年 . 中年層の採用で 充足 9 20.9
採用予定な し 5 ll.6
そ の 他 2 4
,7
(出所) 表1と同 じ
小松地区の 企業に お い て は今後 の高年齢者
の雇用に 対して , 彼らに適 した仕事がある企
業や そ の 経験 ･ 能力を活かせ る企業 あるい は
若年 ｡ 中年層の採用が困難な企業 で は積極的
な意見が聞か れた ｡ こ の よう な企業 で は適職
高齢化社会 に お け る人]-_Jf哲理 の あり)J
へ の配置や仕事量 の分担, 教育 ･ 訓練の実施,
安全衛生や健康管理な ど へ の 配慮をして い る
と ころが多い が , 今後 は賃金規則の 改正や作
業環境の 改善等を行な っ て い く ことが必要と
考え られ て い る ｡ これに 対して 高年齢労働者
の 健康面に不安を抱い たり, 彼らに適 した仕
事がない とする企業などで は高年齢者雇用 に
対して消極的であ っ た ｡
本調査結果からは高年齢者に対して は比較
的高い評価が多い ことか ら, 高年齢者の雇用
開発を進め て い く上 で この ような ネ ッ クと考
え られて い る個々 の条件を解決す る手立 て を
み つ けて い くこ とが重要で ある ｡ そ の た めに
は高年齢者に 適 した職務の 開発や作業環境の
改善が必要であり , その ため に は職務再設計
の 考え方が有効で ある ｡
5 地域に お ける職務再設計の事例
これま で みて きた小松地 区の 企業を対象と
した調査の なか で , 職務再設計 に関する方法
として以下の ような事例が あげられて い た ｡
これ らは高齢化 に対して 各企業 で採用 され て
い る作業環境上 で の配慮と して フ リ ー ･ ア ン
サ ー 形式 で記入された もの で ある ｡ 同 一 の業
種の なか で同 一 の 例に 関して は 一 例と して あ
る ｡ な お, 業種欄の横の ( ) の な か は各業
種ごと の回収企業数と本設問に対する回答企
業数を, また , 各事例の 後の ( )の なか に
は回答企業数を示 して い る ｡ (複数項目 を記
入して あるもの は, それぞ れ該当す る事例に
分類した ｡)
【織物関連業】 (19社中4社)
･ 撚台をかける時, 下段 はしゃ が み込む作業
と なるの で , 可動式 の椅子を利用する ｡
(1)
･ 重量物の 運搬に 際して フ ォ ー ク リ フ トや -
ン ドリ フ ト等の搬送機器を使用する ｡ (3)
【機械金属業】 (4 2社中 9社)
･ 高年齢者に は腰に 負担の かか る作業を行な
円iFl
わせ ない ｡ (1)
･ 高年齢者に適した作業配分, 作業時間を配
慮する ｡ (1)
･ 安全な作業環境をっ くる ｡ (4)
･ 軽作業化する ｡ (3)
･ 高年齢者に適 した作業場所を考慮してい る ｡
(1)
･ 照度を上げる ｡ (1)
【小売業】 (19社中2社)
･ 機械化する ｡ (1)
･ 安全 な作業環境をっ く る｡ (1)
【卸売業】 (5社中1社)
･ 作業の 単純化, 軽量化, 自動化を進め る ｡
･ I ､
【交通 ･ 運輸業】 (6社中2社)
･ 安全な作業環境をっ くる ｡ (1)
･ 貸切バ ス の専任運転士か ら乗合 バ ス 運転士




･ 高所作業か らはずす ｡ (2)
･ 重機の運転か らはずす｡ (2)
･ 安全 な作業環境を っ く る｡ (1)
･ 腰に 無理がかか らない ような作業を高年齢
者に 与え る ｡ (1)
･ 軽作業化す る｡ (6)
･ 作業時問の短縮｡ (4)
【環境 ･ サ ー ビ ス 業】 (28社中8社)
･ 安全な作業環境を作 る｡ (1)
･ 照度を昼間光度 に近くなるように配慮する｡
(3)
･ 高年齢者に 適した作業配分 , 作業時間を配
慮する｡ (3)
･ 軽作業化す る ｡ (2)
･ 作業用具の 改善 ･ 整備 ｡ (1)
･ エ ア ー ･ ホ イ ス ト等を設置し , 重量物運搬
を軽減する o (1)
これ らの49例 に つ い て みて いくと , まず,
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最も多か っ た の は建設業に お い て 高所作業や
ブ ル ド ー ザ ー 等 の 重機運転な ど負荷の大きい
作業そ の もの か ら高年齢者をはずして 高年齢
者に適 した軽作業に移したり, 作業時問を短
縮化したもの な どで , 全体で27例み られた ｡
また, 重量物の持ちあげ作業や運搬作業に対
して フ ォ ー ク リフ トや エ ア ー ･ ホイ ス ト など
を用い たり可動式の椅子を利用 した例の よう
に高年齢者の 肉体的負荷を軽減するため に機
械器具を用い たもの が10例, 安全 な作業環境
づくりを進め たもの が8例, 視力の低下に対
して作業場所の照度を上 げて 環境改善を行 っ
たもの が 4例み られた ｡ この 結果か らみ る限
り, 小松地区で最 も広く行われて い るの は高
年齢者を肉体的負荷の 多い作業か ら軽作業へ
と移して い くもの で あ っ た ｡
これらに つ い て回答した企業で は必ずしも
職務再設計とい う認識はなくとも, 人手不足
状況の なか で高年齢者を貴重 な労働力と して
活用 して い くため に考案されたもの が多い ｡
しか し, 現在の 小松地区の 企業の 現状と して
は, 職務再設計 とい っ た積極的な意識が低く
必要 に等区られ て行 な っ て い る場合もあり, 結
果的に は同じ こ とで あ っ て も, 経営主体の意
識と して科学的な管理手法を認識して い な い
な ら 一 つ の 大きな問題 とい え る ｡ 加え て , 今
後予想される高齢化社会に お い て , 高年齢労
引用文献 ･ 脚注
働者の 有効活用を図 っ て い くために は, 職務
再設計とい うテ ー マ に絞 っ てみて いくな らば,
個々 の 企業で実施さ れて い る事例を丹念に 収
集し, それ らを分類 ･ 整理 して, よりよ い方
法を探求して い くこ とが必要であると思われ
る｡
む す び
高齢化社会をむか えて , その 影響は企業経
営に も種々 み られる ｡ 本稿で は労働力の 高齢
化に対応 した人事管理の あり方に つ い て み る
とともに , 石川県小松市に立地 して い る企業
における高年齢者雇用の 実態お よび問題点,
対応策に つ い て考察した ｡ 企業に おける労働
力の高齢化に つ い て は, ひ とくちに 高齢化と
い っ て も業種 や企業規模などに よりそ の 進展
状況に は非常に相違がみ られる ことや企業で
実施されて い る対応策に つ い て も種々 異 な っ
て い るこ とが明 らか と な っ た ｡ また , 高年齢
者の労働力と して の特性に は長所と ともに短
所もみ られるが, 長所を活かすとと もに 高年
齢者の 加齢に と もなう短所を補完 して高年齢
者の有効活用をはか っ て い く ことが今後ます
ます重要に な っ て くる ｡ その 際, 種 々 の 制度
的な問題とともに職務再設計の考え方を活か
して作業環境の 改善をはか っ て い く こと が必
要 であると考え る ｡
り 図1 はわが国および欧米先進諸国における人口高齢化の 国際比較を示した も の で ある が , わが国
の高齢化の 進展速度が最も急で ある ことがわかる ｡
2) 労働省長寿社会雇用ビ ジ ョ ン 研究会 ｢長寿社会雇用 ビ ジ ョ ン｣ (1990年10月)
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( 出所)清水博雄 ｢高年齢者雇用対策の展開｣ (労働法令協会, 1991年3月)p.13
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3)本稿で は企業経営との関連で よ り密接な人事管理問題にテ ー マ を絞 っ て い る が , 高年齢者 の雇用
問題を考えて い く上で は, 年金等の福祉問題を始めとする種々の政策に関する問題も非常に 大き吃
位置を占め て い る ｡ こ の ような高齢化社会に対応した国家等の政策に関する最近の 文献と して は ,
次の ようなものがあげられる｡
･ 氏原正治郎著 ｢口本経済と雇用政策｣ (東京大学出版会, 1989年 1月)
･ 植田政孝はか編 ｢高齢化社会へ の総合政策｣ (新評論, 1 990年 8月)
･ 清水侍雄著 ｢高年齢者雇用対策の展開｣ (労働法令協会, 1 99】年 3月)
4) 引用文献 2
5) M E化が労働面等の企業経営に与える影響に つ い て は , 拙稿 ｢企業行動と労働の変化｣ (碓井, 渡
辺, 田中編著 ｢E]本経済論｣ 中央経済社, 1991年 1月所収) を参照 された い ｡
6) C D Pとは , ｢ 従業員の側からみれば生涯にわ た る能力開発 ･ 発揮 の 目的から , 企業 の 側か らみ
れば変化す る技術 ･ 市場などの環境条件に対応で き る人材を継続的に確保す る こ と に よ っ て そ の 発
展を永久に可能とす る目的から, 従業員を計画的に ジ ョ ブ ･ ロ ー テ ー シ ョ ン し, そ の た め の 教育を
行い , も っ て経歴形成 (職務の経験 - 職務の 広さと深さ) を軸に , 長期的視点から計画的に人材を
配置 ･ 育成するた めの 一 連の人事施策｣ の こと をい う ｡ ( 神戸大学経営学研究室編 ｢経営学大辞典｣
中央経済社, 1 搬年7月, p .163)
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7) ergo n omicsとは , ｢ギリ シ ャ 語の ergo n( 仕事)と n o m o s( 法則)から造成された語｡ 生理 学,
心理学, 工学などの協同に よ っ て , 人間の能力と行動特性を中心に , 人間 - 機械 シ ス テ ム を考究す
る学際的な研究領域の名称として , 第2次大戦後に 『人間工学』 に代わ っ て 欧州各国や 日本で 広く
こ の名称が用い られて いる ｡｣ (引用文献6 , p .1)
8) 高年齢労働者の長所に つ い て は山下昌美著 ｢現代企業の労務管理｣ (白桃書房, 1983年 8月)p.98-
p .99から引用した ｡ 同じく短所に つ いて は財団法人高年齢者雇用開発協会 ｢中高年齢者の た めの職
務再設計事典｣ (1983年9月) を参考に した ｡
9) 職務再設計 (job r
.
ede sign) とい う概念 はt 1963年当晩 O E C D(経済協力開発機構) に おい て
中高年齢者の雇用対策に つ いて議論された時に生れた もの といわれて い る (職業研究所｢中高年齢
者の雇用促進と ジ ョ ッ プ ･ リ デザ イ ン - O E C D の報告書から - ｣ (1973年 3月))｡ わが国に おい て
ち, 近年の 高齢化の進展に ともな っ て , ク ロ ー ズ ･ ア ッ プされて きた｡
1 0) 財団法人高年齢者雇用開発協会 ｢中高年齢者の ため の職務再設計事典｣ (198 3年 9月)p.2- p .4｡
ll) 調査結果の詳細に つ い て は , 社団法人北陸経済調査会 ｢高年齢者地域雇用開発調査報告書｣ (1991
年3月) を参照され たい ｡ なお, 本調査にさきだ っ て小松商工会議所で従業員5人以上の 会員企業
1
,000社を対象と'した準備調査を実施し, 45才上の 中高年齢者を雇用して い る415社を抽出した ｡
こ こ で調査対象と して45才以上の 中高年齢者を雇用 して い る企業と した の は t 現在 , 高年齢者 の
範暗に属する従業員ばかりで はなく , 近い将来そ の仲間入りをする ｢45才以上55才以下｣ の 層をも
これか らの施策展開の対象と して取り上げ, 将来を見すえた対応を考えて 行く必要が ある と考え た
た め である｡ なお, 業種別の調査対象数およ び回収企業数, 回収企業の従業員規模別構成 , 業種 の
内訳に関して は次の とおりで ある ｡ こ こ での業種分類に関して は , 小松商 工会議所で 採用さ れて い




業 種 調査対象 回収数 回答率
織 物 関 連 業 53 19 35.8
機 械 金 属 業 71 42 59.2
陶 磁 器 . 窯 業 13 7 53.8
小 売 業 49 19 38.8
卸 売 業 24 15 62.5
交 通 . 運 輸 業 34 14 41.2
建 設 業 89 42 47.2
環境 . サ ー ビ ス業 52 28 53.8
団 体 . 保 険 業 30 13 43.3
合 計 415 199 48.0
(iD 小松商工会議所 ｢高年齢者雇用開発調査 ( 辛
業主)｣ 集計結果か ら作成












日用品小売業, 衣料品小売業 , 食
料品小売業など
卸 売 業 各種商品卸売業
交通運輸業 運輸業 , タ ク シ ー 業など
l
建 設 業 建設業, 建築土木業な ど
環 境
サ - ビ ス業
環境衛生業, 旅館業な ど
l
団 体 各種団体, 生命保険業, 損害保険





10人 20人 50人 100人 300人 500人 501人
以下 以下 以下 以下 ■以下 以下 以下 以上
織 物 関 連 業 660 74 40 17 8 1 1 1
機 械 金 属 業 252 39 32 28 12 6 3 2
陶 磁 器 . 窯 業 95 18 4 4
小 売 業 803 73 33 25 5 2
卸 L売 業 99 36 25 10 2 1 【□
交 通 . 運 輸 業 139 38 4 2 20 2 4
建 設 業 594 80 57 21 2 1
環境 . サ - ビ ス 業 564 57 33 21 15 6 1
団 体 . 保 険 業 72 19 23 13 4 1 1
合 計 3,238 434 289 159 50 22 6 5
(資料) /ト松商工会議所
(出所) 表1と同じ
12) 社団法人北陸経済調査会 ｢高年齢者の雇用に関す る調査｣ (1985年 3月)
13) 石川県織業安定課はか ｢石川県下の 事業所に おける定年制及び高年齢者 ･ 障害者 の雇用状況調査
結果｣(1991年10月)
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On a bette r w ay of pers on nel m a n age m e nt
in an agl噌 SO Ciety
●
- Job rede sign and im pr oved e m ploym ent of aged w orke r s-
Har uto T A N A KA
(Re c eiv ed No v e mber 1, 1991)
A BST R ACT
T he pu rpo s e of this pape ris to e x a min e abette r way of pe r s o n n el m a Ⅲage m e Ⅲt iⅢ
a n agl ng S O Ciety･ W ith t he r apid in cr e a s e of the aged pe ople in t he Japa n e se s o ciety at
la rge . the n u mbe r of aged w o rker sin labo r m a rket is als o e xpe cted to in c re a se.
T he Japa n e selabo r m a rket w o uld fa c e s u ch diffic ultcirc u m sta n ce s a sthe incre a se of
aged w o rkw r s, diffic ulties in s ec u rlng yo u ng labo r fo r ce, a nd t he general a nd chr o nic
labor sho rtage ･ T hes ethre e m ain diffic ulties w o uldc e rtainly s o m einflu e n c e o n, a nd bring
about s o m e cha nges in, the e xisting w ay of pers o n n el m a n age m e nt in the Japa n es e
indu strie s.
W ith this in mind, po s sible pr oble m s c o n c er n lng the e mploy m e nt of pe ople aged 55
a nd o v e r a re e x a min ed a nd the bette r w ay to pr o mote thier em ploym e nt is dis c u ss ed
with a spe cial e m phasis on the im portanc e ofjob redesign - o n e of the m o st effectiv e
m ethods in s m alla nd mide u m-siz ed e nte rprlS eS- , fo c u s lng O nthe s a mple fir m sba s ed
in Ko m ats u-clty, Ishika w a.
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Per s o n n el m a n age m e nt, Job r ede sign, Aged w o rker s, Ergo n o mics, En vir o n m e nt of
labo ring. M icr o el ctr o nic s, Sm alla nd m ediu m-siz ed e nte rpr is e s.
